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廃棄物・資源循環における
平成の総括と令和の展望
（廃棄物資源循環学会 廃棄物計画研究部会における議論より）

（国研）国立環境研究所

資源循環・廃棄物研究センター

主任研究員 稲葉陸太

廃棄物資源循環学会
廃棄物計画研究部会とは
• 1987年発足（昭和62年、廃棄物学会の3年前）
• 公衆衛生院と廃コン協の有志の共同研究の場
• これまでに総勢100余名の方が参加
• 関東と関西で活動
• 3年1期で廃棄物計画を研究 →活動報告書
• 代表：石井一英 北大教授（平成30年より）



背景

• 5月の改元を機に社会的に新時代の展望が議論
• 廃棄物・資源循環の分野も同様
• 世界：SDGs、循環経済、プラ戦略などの動向

• 日本は早くから循環型社会形成に取組
• 世界の変化は速く、日本も再検証が必要

• 平成の廃棄物計画はどのようなものだったか？
• 令和の廃棄物計画はどのようにすべきか？

9月の学会での企画
• 第30回廃棄物資源循環学会研究発表会
• 日程：令和元年9月19日
• 会場：東北大学
• 参加：99名

• 題目「廃棄物管理・計画の平成の総括と令和の展望」
• 講演

• 平成の総括…中石一弘氏（エックス都市研究所）
・廃棄物計画の実務経験豊富

• 令和の展望…田崎智宏氏（国立環境研究所）
・廃棄物制度の研究実績多数

• 討論
…西田憲一氏（三重県）、石井一英氏も参加



平成の総括

参考：中石一弘氏（エックス都市研究所）作成資料

１．総括への基本的アプローチ

２．社会情勢に伴う政策動向と管理・計画への影響

３．各社会情勢と廃棄物の管理・計画の関係

４．平成と昭和の比較

５．各主体の責務（役割）

６．廃棄物関係要素に対する廃棄物管理・計画

７．平成の廃棄物管理・計画の総括
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■ 構成



平成における社会情勢の変化

廃棄物管理への影響・課題

廃棄物管理に係わる政策（法制度整備等）

廃棄物管理・計画への影響

社会情勢の変化と廃棄物管理・計画の関係の整理

総括及び成果と今後の課題 2

１． 基本的なアプローチ

• 廃棄物う
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年度 社会情勢の変化
廃棄物管理への
影響

廃棄物管理に係わる
政策

廃棄物管理・計画

H３

H７以
降

大量生産・消費で
廃棄物の増加や質
が多様化

不法投棄の社会問
題化（豊島問題
等）、深刻な中間
処理施設や最終処
分場の不足等

廃棄物処理法の大幅
改正（①～③）

①新たに廃棄物の排
出抑制、分別及び再
利用等が廃棄物の処
理として明示

②新に国民の責務を
追加、事業者、国及
び地方公共団体の責
務を強化

③特別管理廃棄物制
度の導入

再生資源利用促進法
制定

容器包装リサイクル
法等の個別リサイク
ル法が制定

従来の処理対策か
ら、社会全体で減
量化や再生利用を
含めた適正処理の
ための取組みを展
開

特別管理廃棄物の
適正処理への対応

企業のリサイクル
促進（製品の環境
配慮設計、製造工
程での再生資源利
用促進）

市町村分別収集運
搬計画の策定及び
分別区分の見直

２．社会変化に伴う政策と廃棄物管理・計画（１/５）



• 廃棄物う
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年度 社会情勢の変化
廃棄物管理への
影響

廃棄物管理に係わる
政策

廃棄物管理・計画

H５

Ｈ６

気候変動に対する
対策のため、気候
変動枠組み条約が
1992年（H4@リオ
サミット)に採択

複雑化・地球規模
化する環境問題に
対応（公害防止防
止対策の限界）

環境基本法の制定

環境基本計画の策定

循環型社会の形成
及び生物多様性に
つながる基本理念
にもとづく計画管
理が必要

H10 気候変動に対する
対策のため、1997
年（H9@京都）の
気候変動枠組み条
約第3回締約国会
議において京都議
定書が採択

温室効果ガス削減
の対応が必要

地球温暖化対策法の
制定

廃棄物管理に係わ
る温室効果ガス排
出量の管理
地球温暖化対策基
本計画にて廃棄物
管理における対策
を明記

２．社会変化に伴う政策と廃棄物管理・計画（２/５）

• 廃棄物う
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年度 社会情勢の変化
廃棄物管理への
影響

廃棄物管理に係わる
政策

廃棄物管理・計画

H９

H11

ダイオキシン問題
が注目

運転要員及び周辺
住民への健康被害
が懸念されるとと
もに、焼却施設整
備のブレーキ要因

焼却に伴うダイオキ
シン類規制強化

廃棄物焼却施設に係
る構造基準及び維持
管理基準の見直
小規模施設の規制強
化のため、設置許可
又は届出が必要な廃
棄物焼却施設の範囲
の見直し

ダイオキシン類対策
特別措置法制定、都
道府県向け広域化計
画策定を通知

ダイオキシン類の規
制に伴う既存施設の
改造と維持管理の見
直し対応

焼却施設整備の広域
化対応（補助事業対
象となるための要
件）

２．社会変化に伴う政策と廃棄物管理・計画（３/５）



• 廃棄物う
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年度 社会情勢の変化
廃棄物管理への
影響

廃棄物管理に係わる
政策

廃棄物管理・計画

H11 国及び地方公共団
体の公債残高財政
悪化が懸念

地方公共団体の自
力による廃棄物処
理の未達を懸念

PFI推進法の制定 官民の役割分担/リ
スク分担に対応し
た管理が期待

H12

H15

循環型社会実現た
め、廃棄物の減量
化促進と安全でか
つ適正処理できる
体制の整備が課題

H14.９のヨハネス
ブルク・サミット
実施計画が策定

循環型社会実現が
急務

実施計画に基づく
持続可能な生産・
消費形態への転換
のための枠組策定

廃棄物処理法の大幅
改正（国の基本方針
策定、都道府県廃棄
物処理計画の策定、
多量排出事業者の処
理計画の策定が追加)
循環型社会形成推進
基本法の制定

資源有効利用促進法
（再生資源利用促進
法改正）

第一次循環型社会形
成推進基本計画策定

国の基本方針及び
第一次循環型社会
形成推進基本計画
等との整合を図っ
た管理・計画

事業者等に対して
3R（リデュース、
リユース、リサイ
クル）の取組

２．社会変化に伴う政策と廃棄物管理・計画（４/５）

• 廃棄物う
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年度 社会情勢の変化
廃棄物管理への
影響

廃棄物管理に係わる
政策

廃棄物管理・計画

H20 国及び地方公共団
体の財政状況も厳
しい状況

既存の廃棄物処理
施設を有効利用す
るため、施設の機
能を効率的に維持
することが急務

廃棄物処理施設整備
計画により、廃棄物
処理施設の長寿命化
を図り、効率的な更
新整備や保全管理を
充実するストックマ
ネジメントの導入の
推進

長寿命化計画の策
定によるライフサ
イクルコストを低
減することを通じ
たストックマネジ
メントの導入

Ｈ27 東日本大震災等の
災害が多発、災害
廃棄物の処理が社
会的な課題

廃棄物管理システ
ムそのものが災害
により機能しない
ことに対する備え
が必要

廃棄物処理法及び災
害対策基本法の改正
（①、②）

①平時の備えから通
常時の対応には廃棄
物処理法の枠組を活
用した具体的な措置
等を規定

②大規模災害時の対
応には災害対策基本
法の枠組を活用、具
体的な措置等を規定

平時から、廃棄物
処理の基本方針又
は処理計画に基づ
き、災害時の備え
を実施することに
なった
（施設の強靱化：
交付金要項）。

２．社会変化に伴う政策と廃棄物管理・計画（５/５）
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３．各社会情勢の変化に伴う政策動向と管理・計画の関係

大量生産・消費で廃棄
物の増加や質の多様化

不法投棄の社会問題化、
深刻な中間処理施設や
最終処分場の不足等

ダイオキシン問題
の発生

適正処理＋３Ｒを重視
した循環型社会形成

持続可能型社会（地域
循環共生圏）の形成

気候変動対策に係わ
る国際的動向

複雑化・地球規模化
する環境問題に対応

低炭素社会（及び自
然共生社会）の形成

施設の強靱
化

大規模災害
の頻発

健康被害の懸念
と焼却施設整備
のブレーキ要因

災害時への
対応・備え

規制強化と技術
基準の見直し

国及び地方公共
団体の財政難

民間活力導入及び
ストックマネージ
メントの実施

各主体の
責務強化

• 廃棄物う
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第一次 第二次 第三次 第四次

①自然の循環と経
済社会の循環
②暮らしに対する
意識と行動の変化
（「ワンウェイ
型」から「循環」
に転換）
③ものづくりなど
に対する意識と行
動の変化（拡大排
出者責任、環境配
慮設計）
④循環型社会形成
へ向けた各主体の
活動の活発化
⑤廃棄物等の適正
な循環的利用と処
分のためのシステ
ムの高度化

①環境保全が前提
の循環型社会形成
②循環型社会と低
炭素・自然共生社
会への取組統合
③地域再生にも寄
与する「地域循環
圏」の構築
④数値目標の拡充
に加え、補助指標
やモニタリング指
標を導入
⑤各主体が連携・
協働した３Ｒ取組
⑥３Ｒの技術とシ
ステムの高度化
⑦国際的な循環型
社会形成に向けた
日本の主導的役割

①２Ｒの取組がよ
り進む社会経済シ
ステムの構築
②使用済製品から
の有用金属の回収
と水平リサイクル
等の高度なリサイ
クルの推進
③有害物質の適正
な管理・処理
④新たな震災廃棄
物対策指針の策定
⑤循環資源・バイ
オマス資源のエネ
ルギー源への活用
⑥低炭素・自然共
生社会との統合的
取組と地域循環圏
の高度化

①地域循環共生圏
形成による地域活
性化

②ライフサイクル
全体での徹底的な
資源循環

③適正処理の推進
と環境再生

④災害廃棄物処理
体制の構築

⑤適正な国際資源
循環体制構築と循
環産業の海外展開

■参考：循環型社会形成推進基本計画の沿革



• 廃棄物う
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循環・処理工程 昭和 平成 平成の管理指標

共通 コスト縮減 コスト縮減 人口一人当たりの年間処理経費

天然資源の投入 ー 資源投入抑制 資源生産性

生産
ー
廃棄物発生抑制
（環境配慮設計）

入口側の資源利用率

消費・使用
ー
廃棄物発生抑制
再利用

再生利用率
出口側の資源利用率

廃棄 混合排出
＝高い公共
サービス

高度な分別排出 排出量
一人一日当たりの（総）排出量

処理 適正処理 再生利用、熱回収 廃棄物からの資源化率
再生利用率
エネルギー回収率

処分 適正処分 最小化したうえで
適正処分

廃棄物のうち最終処分割合
最終処分減量に要する費用
最終処分量

４．廃棄物管理（平成と昭和の比較）
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■参考⑧ 第四次循環基本計画における課題と対応

（出典）第四次循環型社会形成推進基本計画の概要（環境省）
https://www.env.go.jp/recycle/circul/keikaku/gaiyo_4_2.pdf
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■参考⑨ 循環型社会の全体像に関する指標、目標

（出典）第四次循環型社会形成推進基本計画の概要（環境省）
https://www.env.go.jp/recycle/circul/keikaku/gaiyo_4_2.pdf
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区分 責務

国民 ・廃棄物の排出を抑制、廃棄物の再生利用を図り、廃棄物を分別して排出し、
生じた廃棄物をなるべく自ら処分する【廃棄物処理法にて新規定】
・循環型社会づくりの担い手であるとの位置【循環計画にて新規定】

事業者 ・事業活動に伴って排出されるすべての廃棄物について、全般的に処理責任
を有する（排出者責任）に加えて、拡大生産者責任、CSR
・業種別に責務を規定（製造業者：環境配慮設計、小売事業者：小型家電等
の店頭回収、マイバッグの推奨等、廃棄物処理業者・リサイクル業者：優良
産廃処理業者の情報発信及び排出者による活用、金融機関・投資家：循環
型社会形成につながるプロジェクト等に対する的確に資金供給）

NPO･
NGO

・各主体が行う経済社会活動を循環型社会形成の観点から評価し向上を促進
・各主体による循環型社会形成に関する理解や活動を促進、連携・協働を担
当【循環計画にて新規定】

大学等
研究機
関

・学術的・専門的な知見を充実させ、客観的かつ信頼できる情報を分かりや
すく提供、政策決定や各主体の具体的な行動を促進・支援【循環計画にて新
規定】

５．各主体の責務（役割）（１／２）
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区分 責務

地方公
共団体

・循環型社会を形成していく上で、廃棄物等の適正な循環利用及び処分の実
施や各主体間のコーディネーター
・廃棄物の排出抑制及び適正処理に取り組むよう、国民及び事業者の意識の
啓発
・市町村は、地域単位での循環システムの構築等・都道府県は、広域的な観
点から、市町村や関係主体の取組をリードしつつ、調整機能を果たすこと

国 ・国民各層が廃棄物の処理に関心を持ち、それぞれの立場で廃棄物の排出抑
制及び適正処理に取り組むよう、国民及び事業者の意識の啓発

・他の関係主体とのパートナーシップの育成

・規制的措置、経済的措置などの各種施策の導入と見直しを状況に応じて的
確に行いながら、国全体の循環型社会形成に関する取組の総合的遂行

・その際には、各府省間の連携を十分に確保しながら、政府一体となって、
環境基本法・循環基本法に即して、各種法制度の適切な運用や、事業の効
果的・効率的な実施の推進

・循環型社会の形成に向けた率先した行動の実行（自らも事業者として、グ
リーン購入やグリーン契約などを通じてリユース製品、リサイクル製品等の
優先的な調達など）

５．各主体の責務（役割）（２／２）
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関係要素 昭和 平成/令和
ヒト 人口増加（ピラ

ミッド型）

国民の責務なし

人口減少/少子高齢化（廃棄物管理コスト単価
高騰/戸別収集の必要性（福祉との連携））※
外国人の増加（管理が困難）※
国民の責務規定を追加

モノ 大量生産大量消費
（使い捨て）
排出後からの管理

天然資源投入抑制、廃棄物発生抑制
資源循環、エネルギー回収
⇒管理の上流側拡大、地域循環共生圏の形成

カネ/
インフラ整
備

公共工事発注によ
る景気対策
⇒施設整備の促進

国・地方公共団体の財政難、既存インフラの
老朽化、費用対効果の配慮を欠いた厳しい公
害防止基準の設定※
⇒PFI等官民連携の促進、ストックマネージメ
ントの活用

廃棄物管理 混合排出（手厚い
公共サービス）及
び適正処理

個別リサイクル法等に対応した分別排出
資源回収、エネルギー回収、最終処分量最小
化、CO2削減にも配慮、災害廃棄物処理対応、
⇒評価指標及び管理ツールの活用

計画 環境保全・適正処
理に対応した策定

自立経済性/地域振興にも配慮した循環型社会
（地域循環共生圏）形成を志向した計画策定

６．廃棄物関係要素に対する廃棄物管理・計画

※赤字表記：令和における継続課題



７．平成の廃棄物管理・計画の総括及び成果と課題
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廃棄物の適正処理及び環境保全に加え、自立した経済（地域振興）及び災
害廃棄物対応を考慮した地域循環圏を志向した廃棄物管理・計画

成果 令和に向けた課題

・循環型社会形成推進に貢献

・定量的評価指標をもってPDCAサイク
ルで廃棄物管理の実施による施策実現

・国民を含めた各主体の責務の明確化

・有害物処理対応

・災害廃棄物処理対応

・官民連携モデルの構築

・ライフサイクル及び総合システムを俯
瞰した廃棄物管理・計画の策定を推進

・ストックマネージメントによる経済的
既存インフラの活用

・人口減少・少子高齢化社会及びそれ
らに伴う外国人雇用促進への対応

・国及び地方公共団体の財政難に対す
る環境負荷と経済性のバランス

・持続型社会形成推進に向けた地域循
環共生圏形成の推進（評価指標の横ば
い傾向のブレイクスルー）

・廃プラスチック問題やSDGsへの対
応等海外を含む社会情勢への対応

表-成果と課題

【総括】

令和の展望

参考：田崎智宏氏（国立環境研究所）作成資料
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平成：3R取組が進展⇒飽和・漸近

輸出（120）

最終処分

（56）

輸入製品（48）

食料消費（97）

（単位：百万トン）

蓄積純増（1,110）

自然還元（85）

減量化（241）

施肥（16）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（500）

廃棄物等
の発生
（595）

国内資源
（1,125）

輸入

（800）

総物質
投入
（2,138）

輸入資源
（752）

含水等（注）

（299）

天然資源等
投入
（1,925）

循環利用（213）

平成12年度

取組進展→資源生産性、最終処分量が横ばい傾向
取組の進展が漸近していく段階であり、よりきめ細か
い目標設定とフォローアップによるさらなる政策効果
発現が求められる。

循環基本計画では、個々の物質フローの変化と施策と
の関係が示されないという長年の課題があった。

輸出（182）

最終処分

（16）

輸入製品（59）

食料消費（85）

（単位：百万トン）

蓄積純増（515）

自然還元（81）

減量化（218）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（553）国内資源

（588）

輸入
（816）

輸入資源
（757）

天然資源等
投入
（1,405）

総物質
投入
（1,674）

含水等（注）

（258）

循環利用（269）

廃棄物等
の発生

（584）

施肥（13）

平成25年度

長期的
な傾向

短期的
な傾向

資源
生産性

循環
利用率

最終
処分量

＜日本の物質フローの変化＞

＜循環３指標の傾向＞

24

出典：国立社会保障・人口
問題研究所(2013)

真っ黒以外の
自治体は、
人口減少地域

2040年に人口が８割未満となる市町村
令和：「人口オーナス」が課題
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高齢者率（65歳以上人口割合）
26.8% 33.3%

後期高齢者（75歳以上）
13.0% 20.0%

超高齢化社会（高齢化率が21％以上）

2015年 2035年

令和：高齢化の進展

廃棄物計画の新たな局面：
2030～2050年に向けて

• 3Rの取組が飽和・漸近
→取組どうしのトレードオフが発生（同一廃棄物に複数取
組）

→目標値の外挿的設定が不適

• 人口オーナス（人口減少、高齢化、過疎化、緊縮地方
財政などの複合現象）の到来

→成長期の計画論からの脱却。「成熟期」の計画論

• 環境・経済・社会の統合的発展の要請
（例、SDGsやESG、 循環経済、地域循環共生圏、地域創生）
→物質循環と産業振興・復興の同時達成
→物質循環の課題と社会問題の同時解決あるいは連携

26

今回の話題の範囲
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人口オーナス時代の
廃棄物管理において備えるべき課題

田崎智宏、稲葉陸太、河井紘輔 (2018) 人口オーナス時代の廃棄物管
理～人・ごみ・施設・財政の観点から. 環境技術, 47 (4), 181-186

想定される
現象

廃棄物管理の課題（【】は着眼点）

人口減少 廃棄物量の減少によるリサイクル・処理能力の
余剰と処理の非効率化【施設、財政】

生産人口の減少 廃棄物処理を担う人々の確保が困難【人】

高齢者人口の増加 高齢者ごみ（おむつ、介護ごみ等）への対応
【ごみ】、収集サービスへのユニバーサルアク
セスの確保が困難【システム、財政】

人口密度の低下 収集効率の低下【システム】、自治会等による
ごみステーション管理負担増加【システム】

財政困難 財政赤字による廃棄物処理事業の維持困難【財
政】、リサイクルに係る取組の停滞【財政】

地域産業の衰退 処理委託可能な廃棄物事業者の消失【業者】、
店頭回収を担っていた店舗の消失【業者】

Source:

成熟期の廃棄物計画とは？

• 国と自治体の計画が適切に接合して効果を発揮
• 廃棄物処理を各自治体で完結させず、近隣地域で
補完しあうことで、ムダなく必要な体制を整備

• 各地の取り組みと国の交付金制度の方向性を整合させる
• 災害廃棄物処理の計画と施設整備計画を連携させる
• 支援ツールが必要→国－自治体を接合した一般廃棄物モ
デルの開発（自治体の取組⇔全国の取組効果）

• 行政が中心で実施するガバメント型の計画論
→多様な主体が活躍するガバナンス型の計画論へ

28

今回の話題の範囲



地域別組成別一人
当たり生活系ごみ
発生量（kg/人）

事業系ごみ発生サブモデル

29

地域別人口
（人）

地域別従業者数
（人）

生活系ごみ発生サブモデル

ごみ処理サブモデル

生活系ごみ
搬入量
（t）

事業系ごみ発生量
（t）

生活系ごみ
集団回収量
（t）

生活系ごみ発生量
（t）

生活系ごみ
自家処理量
（t）

組成別
ごみ発生量
（t）

その他
資源回収量
（t）

※地域（取組）別・施設別

組成別最終処分量
（t）

組成別
循環利用量
（t）

組成別焼却処理量
エネルギー回収あり
（t）

・・・
事業系ごみ
搬入量
（t）

焼却施設処理量
（t）

粗大ごみ処理施設
処理量（t）

ごみ堆肥化施設
処理量（t）

GHG排出量
（t-CO2）

事業系ごみ
直接資源化量
（t）

集計

事業系ごみ
最終処分量
（t）

・・・

ごみ燃料化施設
処理量（t）

中間処理後
再生利用量（t）

・・・

中間処理後
最終処分量（t）・・・

取組：有料化、
分別収集、資源
回収等

取組：広域化、施
設整備（マテリア
ルリサイクル、エ
ネルギー回収等）、
残渣処理等

地域別組成別一人
当たり事業系ごみ
発生量（kg/人）

分別回収割合（％） 分別回収割合（％）

組成別埋立処分
削減量
（t）

・全市町村から全国推計するボトムアップモデル
・一般廃棄物処理事業実態調査データを可能な限り活用
して、政策フォローアップ性を向上

・家庭ごみ、事業ごみ、ごみ処理の３サブモデルで構成。
ポリシーミックスを扱える包括性の高いモデル。

特
徴

循環資源利用プロセス

肥料水田利用量
（t）

熱利用量
（J）

肥料畑地利用量
（t）

電力利用量
（kWh）

※地域循環モデル部分

様々な地域施策をふまえ、全国レベルの目
標と自治体レベルの施策導入量を提示可能

取組：広域化、既
存施設の利用・統
合、リサイクル品
の利用促進等

国－自治体を接合した
一般廃棄物モデルの開発

自治体毎の対策・変数・シナリオの設定

対策 モデルの変数
２つのシナリオ

BaU 対策

発生
抑制

家庭系
ごみ

ごみ有料化 ごみ有料化実施割合 現状維持 現状で有料化未実施の自治体全てが今後有料化

ごみ収集頻度
収集頻度 現状維持 現状で週3回以上の地域は週2回。財政力指数が1.0を

上回る地域は3回以上のまま

生ごみ分別
生ごみ分別の
実施割合

現状維持 現状で生ごみ分別が未実施の自治体のうち、一定以上
の耕地面積有すれば生ごみ分別・堆肥化を新たに導入

事業系
ごみ

多量排出自治体
への優先的な発
生抑制対策導入

食品小売業と外食産
業での発生抑制

現状維持 人口あたり従業員数で全自治体を4つに区分、従業員1
人あたりごみ発生量が最大値をとる区分での発生抑制
の取組が進展し、2番目に大きい区分の値まで削減

回収

家庭系
ごみ

ディスポーザー
導入

下水処理場への
仕向け割合

現状維持 今後の新築共同住宅の5割にディスポーザー導入。削
減効果：生ごみ分（約37.6％）は下水処理場において
処理

雑がみ回収

雑がみ回収の
実施割合

現状維持 人口が上位20％の自治体で新たに雑がみ回収を実施。
経済産業省報告書を踏まえ、一人あたり年間約1.0kg
削減

事業系
ごみ

プラスチック店
頭回収・分別回
収

プラスチックの店頭
回収や分別回収量

現状維持 導入先は全国の小売事業所を想定（約86万箇所）。環
境省プロジェクト結果を踏まえ、1拠点あたり年間約
9.2kg回収

処理
堆肥化
施設
堆肥化促進

リサイクル施設への
仕向け割合

現状維持 生ごみの堆肥化が可能な自治体は促進すると想定、堆
肥化への仕向け割合を増加（約2.1％）。増加した分は
焼却施設等への仕向け割合を減少

焼却
施設
焼却施設統合化

（広域化）
焼却施設の原単位
（CO2や発電量等）

現状維持 延命化（施設更新期間20～35年）と超統合（300～600
トン/日施設統合も起こる）を想定。野心的な設定。 30



一般廃棄物モデルによるシナリオ分析結果（全国
①）

31

※誌上で未発表の内容ですので、
非公開とさせていただきます。

32

一般廃棄物モデルによるシナリオ分析結果（全国
②）

※誌上で未発表の内容ですので、
非公開とさせていただきます。



＜2015年＞ ＜2030年＞

1万人未満
(495)

1～5万人
(689)

5～10万人
(267)

10万人以上
(267)

1万人未満
(569)

1～5万人
(671)

5～10万人
(235)

10万人以上
(243)

33

1万未満 1～5万 5～10万 10万以上

BaU 21.6 21.6 19.6 18.4 19.1
対策 21.6 21.6 19.6 18.4 19.1

人口区分
全体

1万未満 1～5万 5～10万 10万以上

BaU 22.4 21.9 19.7 19.7 21.4
対策 22.4 21.9 19.7 19.7 21.4

人口区分
全体

1万未満 1～5万 5～10万 10万以上

BaU 16.4 18.3 22.2 19.7 19.8
対策 22.3 22.4 24.6 20.7 21.5

人口区分
全体

1万未満 1～5万 5～10万 10万以上

BaU 14.9 22.7 34.2 24.8 22.0
対策 20.1 26.7 36.2 26.3 25.7

人口区分
全体

加重
平均

単純
平均

加重
平均

単純
平均

一般廃棄物モデルによるシナリオ分析結果（市町村
別）
人口区分別に循環利用率の大きさの順番に並べた結果
（青がBAUシナリオ、赤が対策シナリオ）

• 同じ人口区分でも差が大きい。同一区分内で、学ぶべき施策はあるか？

施設統合シナリオ作成のためのデータ整備と施設マッチ
ング

34

焼却処理必要量(市町村毎、
ブロック毎)2015‐2050(5年毎)

必要施設容量(施設毎、市町村
毎、ブロック毎)2015‐2050(5年毎)

将来人口データ(市
町村毎)2015‐2050（社
人研、国環研）

ごみ発生量原単位(地域区
分毎)
焼却処理割合(市町村毎)
2014：環境省

施設容量(施設別)
処理実績(施設別)
1992‐2013：環境省

広域化ブロック
情報（都道府県広域
化計画）

施設稼働率(施設毎、
ブロック毎)1992‐2013

［マッチング手順］
1) 更新時期を設定
2) 同一広域ブロック内における更新時期が
重なる施設数が最大かつ施設更新年が最長
となる年を探索し、一定確率（今回は
1/2）で統合

3) 施設更新後の施設容量は焼却必要量から
算出（人口減少を考慮。焼却割合は一定）

＜データ整備＞

＜施設データを使ったマッチング＞

→年次

施設↓



施設更新期間が重なる施設を有する広域化ブロックの地図
化

35

北海道

南関東

東北
中国

四国

塗りつぶしは該当した広域化ブロック、
点は焼却施設をそれぞれ示す。

国立環境研究所ホームページから公表（2019年7月）、「一般焼却施設および粗大ごみ処
理施設の施設集約検討に向けた地図データの作成」
http://www-cycle.nies.go.jp/jp/report/mapdata.html

ごみ焼却施設集約の全国レベルの効果推計

36

2016
年

2030年

統合なし
ケース

統合
ケース
（延命化
なし）

統合
ケース
（延命化
あり）

統合
ケース
（超広域
＋延命）

平均施設容
量（トン/日）

171 124
(73%)

167
(98%)

194
(114%)

204
(120%)

施設数 1,012 1,012
(100%)

716
(71%)

645
(64%)

614
(61%)

人口減少
による施
設の小規
模化

施設統
合で小
規模化
回避

延命化で
統合可能
性（マッ

チング）
向上

＜シナリオ設定のための分析結果＞

超広域
化につ
いても
試算

0

5

10

15

20

25

実績

2015

BaU
３Ｒ
対策
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

さらに
施設
統合

(超広域+延命
)

焼
却
施
設

G
HG
排
出
量

（
百
万
ト
ン

)

＜GHG排出量の計算結果
＞

⇒GHG排出量は、BAUだと増加してしまうが、
3R対策パッケージ（施設統合を除く）によ
り213万トン、さらに施設統合により209万
トン削減できる。

⇒人口減少による施設規模の低下（あるい
は稼働率の低下）を回避するため、施設
の統合化・延命化がもたらす状況を推計。

施設の平均
GHG原単位
（トン-CO2/トン-処理量）

0.711 0.636

2030



講演まとめ（令和の展望）

• 3Rの取組が飽和、人口オーナスの時代に突入
→「成熟期」の廃棄物計画論が必要

• 廃棄物処理サービスのスリム化、合理化が必要
• 国と自治体の計画が適切に接合、効果の発揮
• 廃棄物処理の近隣自治体間での補完

• 国環研：「一般廃棄物モデル」開発
• 国と自治体が接合したモデル構造
• 自治体（類型）毎の政策シナリオ設定、効果を分析
• 国の目標設定がより的確になることに貢献

• 各地域（類型）での3R・廃棄物政策の議論が重要

37

討論



講演まとめ（平成と令和）

• 平成の総括（中石氏による）
• 平成初期：廃棄物多様化→リサイクル法、不法投棄問題
• 平成中期：H4：地球サミット→H12・15：循環基本法・計画
• 平成末期：H23：東日本大震災…廃掃法、災対法改正
• 昭和：適正処理 →平成：資源循環、温暖化、地域、災害

• 令和の展望（田崎氏による）
• 令和の社会問題：人口オーナス（人口減、高齢化、財政難）
• 成熟期の計画論…国と自治体の接合、地域間補完
• 国環研：一般廃棄物モデル※開発（市町村から全国値積上）
• 各地域（類型）での将来の3R・廃棄物政策の議論が有効

講演への質問

Ｑ：リサイクル率は高いほど良い？

Ａ：費用やGHGも考慮した適切水準を研究中

Ｑ：対策はボトムアップ型が有効？

Ａ：トップダウン型との両輪での検討が重要



討論（討論者の意見）

＜平成の総括＞
• 計画論が発展、手段の目的化なども
• 処理から循環に拡大、設備過剰化等が課題
• 現行制度に縛られてきた
• 廃棄物処理に地域性が反映されず均質的

＜令和の展望＞
• 自治体の個性を生かした連携が必要
• 人、モノ、コストのベストバランスが必要
• 廃棄物計画にも様々な主体の創意工夫が必要
• 県の役割を産廃許認可以外に展開させる必要

討論（会場の意見）

• 市民の協力と視点が不可欠
• 事業者のノウハウが有効
• 国と自治体の接合は誰が担う？



討論（むすび）

• 県の役割：国と市町村の接合役として期待
• 市民参加：スマホ、SNSなどで進展の可能性
• 接合役：コンサルや研究者も候補
• 廃棄物事業：地域資源を扱うビジネス
• 廃棄物計画：ボトムアップで地域毎に多様化

ご清聴ありがとうございました


